
大飯発電所原子炉施設保安規定 第１編運転段階の発電用原子炉施設編（３号炉および４号炉） 

設置許可記載有無／保安規定変更有無等整理（案） 

 

(1)－1 
 

変更後保安規定目次 
設置許可記載有無 

（〇：有り －：無し） 

保安規定変更有無 

（〇：有り －：無し） 
説明 

第１章 総 則    

第 １ 条    目  的 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第 ２ 条    基本方針 
－ 

（本文十一号） 
－ 

保安規定に係る基本方針であり、基本方針の内容である「保安活動は、…適切な

品質保証活動に基づき実施する。」は、本文十一号に記載されるため、保安規定記

載は整合している。 

第 ２ 条の２  関係法令および本規定の遵守 

〇 

（本文十一号） 
〇※ 

※番号の繰り上げ、用語の置き換え等のみの変更（以下、保安規定変更有無の※

にて同様） 

 

社長が法令等を確実に遵守するための取り組みについて、本文十一号（5.1 経営

責任者の原子力の安全のためのリーダーシップ(6)）に規定しており、保安規定記

載は、これに整合している。 

第２章 品質保証    

第 ３ 条    品質マネジメントシステム計画 ○ 

（本文十一号） 
〇 

設置許可本文（十一号）との比較により、保安規定記載の設置許可との整合性を

整理している。 

第３章 保安管理体制    

第１節 組織および職務    

第 ４ 条    保安に関する組織  

〇 

（添付書類五、八） 
－ 

設置許可添付書類五、添付書類八（11.2 保安管理体制）に記載があるが、保安規

定記載は現組織に合わせて変更されている。 

また、本文十一号（5.5 責任、権限及びコミュニケーション）において、組織の

責任と権限を明確化する旨記載されており、保安規定記載はこれに整合してい

る。 

第 ５ 条    保安に関する職務 

〇 

（添付書類五、八） 
〇 

設置許可添付書類五、添付書類八（11.2 保安管理体制）に記載があるが、保安規

定記載は現組織に合わせて変更されている。 

また、本文十一号（5.5 責任、権限及びコミュニケーション、8.2.4 機器等の検査

等(5)）において、組織の責任と権限を明確化する旨記載、使用前事業者検査等の

独立性について記載されており、保安規定記載はこれに整合している。 

【別冊(2)-1 参照】 

第２節 原子力発電安全委員会および原子力発電安全運営委員会    

第 ６ 条    原子力発電安全委員会  〇 

（添付書類五、八） 
－ 

設置許可添付書類五、添付書類八（11.2 保安管理体制）に原子力発電安全委員会

を設置する旨の記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第 ７ 条    削除     

第 ８ 条    原子力発電安全運営委員会 〇 

（添付書類五、八） 
〇※ 

設置許可添付書類五、添付書類八（11.2 保安管理体制）に原子力発電安全運営委

員会を設置する旨の記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第３節 主任技術者    

第 ９ 条    原子炉主任技術者の選任 〇 

（添付書類五、八） 
〇※ 

設置許可添付書類五、添付書類八（11.2 保安管理体制）に記載があり、保安規定

記載はこれらに整合している。 

第 ９ 条の２  電気主任技術者およびボイラー・タービン

主任技術者の選任 

〇 

（添付書類五、八） 
－ 

設置許可添付書類五、添付書類八（11.2 保安管理体制）に記載があり、保安規定

記載はこれらに整合している。 



大飯発電所原子炉施設保安規定 第１編運転段階の発電用原子炉施設編（３号炉および４号炉） 

設置許可記載有無／保安規定変更有無等整理（案） 

 

(1)－2 
 

変更後保安規定目次 
設置許可記載有無 

（〇：有り －：無し） 

保安規定変更有無 

（〇：有り －：無し） 
説明 

第 １０ 条    原子炉主任技術者の職務等 
〇 

（添付書類五） 
〇※ 

設置許可添付書類五に、原子炉主任技術者は、発電用原子炉施設の運転に関し保

安の監督を誠実かつ最優先に行う旨の記載があり、保安規定記載はこれらに整合

している。 

第 １０ 条の２  電気主任技術者およびボイラー・タービン

主任技術者の職務等 
－ － 

設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第４節 削除    

第 １１ 条    削除    

第４章 運転管理    

第１節 通 則    

第 １２ 条    構成および定義 
－ － 

設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

（保安規定第 1編内の定義、第 4章内の構成について記載しているのみ） 

第１２条の２   原子炉の運転期間 － 〇※ 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第 １３ 条    運転員等の確保 〇 

（本文、添付書類八、

十） 

－ 

設置許可本文、添付書類八（11.2 保安管理体制）、添付書類十（5.1 重大事故等対

策）他に運転員等の体制に関する記載があり、保安規定記載はこれらに整合して

いる。 

第１３条の２   運転管理業務 

－ 

（添付書類八） 
〇 

設置許可添付書類八（11.3 運転管理）に運転管理業務について記載されている。

保安規定に定める原子炉施設運転上の制限、条件及び異常時の措置を遵守すると

ともに、原子炉施設の運転に習熟した者を確保し、機器の性能及び状態を的確に

把握した上で行うことの他、運転員の教育訓練、異常時の運転手順書等について

の記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第 １４ 条    巡視点検 〇 

（添付書類八） 
〇 

設置許可添付書類八（1.7 火災防護に係る基本方針など）他に巡視点検を行う旨

記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第 １５ 条    運転管理に関する社内標準の作成 ○ 

（本文、添付書類八、

十） 

〇※ 

設置許可本文、添付書類八（1.1.1.9 誤操作防止及び容易な操作、11.3 運転管

理）、添付書類十他に異常時の運転手順書等の記載があり、保安規定記載はこれら

に整合している。 

第 １６ 条    引  継  － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第 １７ 条    原子炉起動前の確認事項  － 〇※ 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第 １８ 条    火災発生時の体制の整備  〇 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（1.7 火災防護に関する基本方針、11.8 非常時の措

置）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第１８条の２   内部溢水発生時の体制の整備 〇 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（1.8 溢水防護に関する基本方針、11.8 非常時の措

置）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第１８条の２の２ 火山影響等発生時の体制の整備 〇 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（1.10 火山防護に関する基本方針、11.8 非常時の措

置）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第１８条の３   その他自然災害発生時等の体制の整備 〇 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（1.9 竜巻防護に関する基本方針、11.8 非常時の措

置）他に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第１８条の４   資機材等の整備 〇 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（10.1 非常用電源設備）に記載があり、保安規定記載

はこれらに整合している。 

第１８条の５   重大事故等発生時の体制の整備 〇 

（本文、添付書類十） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（11.8 非常時の措置）、添付書類十（5.1 重大事故等

対策）他に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 



大飯発電所原子炉施設保安規定 第１編運転段階の発電用原子炉施設編（３号炉および４号炉） 

設置許可記載有無／保安規定変更有無等整理（案） 

 

(1)－3 
 

変更後保安規定目次 
設置許可記載有無 

（〇：有り －：無し） 

保安規定変更有無 

（〇：有り －：無し） 
説明 

第１８条の６   大規模損壊発生時の体制の整備 
〇 

（本文、添付書類十） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（11.8 非常時の措置）、添付書類十（5.2 大規模な自然

災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応における事

項、11.8 非常時の措置）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第２節 運転上の留意事項    

第 １９ 条 水質管理 
〇 

（添付書類八） 
－ 

設置許可添付書類八(5.1 1 次冷却設備、5.8 化学体積制御設備)に蒸気発生器 2次

側の水質管理、1 次冷却材の水質管理に係る記載があり、保安規定記載はこれら

に整合している。 

第１９条の２ 原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁管理 〇 

（添付書類八） 
〇※ 

設置許可添付書類八(5.1 1 次冷却設備)に原子炉冷却材圧力バウンダリとなる隔

離弁の施錠管理に係る記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第３節 運転上の制限    

第 ２０ 条 停止余裕 ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（3.3 核設計）に記載があり、保安規定記載はこれら

に整合している。 

第 ２１ 条 臨界ボロン濃度 〇 

（添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（3.3 核設計）に記載があり、保安規定記載はこれら

に整合している。 

第 ２２ 条 減速材温度係数 ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（3.3 核設計）に記載があり、保安規定記載はこれら

に整合している。 

第 ２３ 条 制御棒動作機能 ○ 

（添付書類八、添付書類

十） 

〇※ 

設置許可添付書類八（6.1 原子炉制御設備）、添付書類十（1.1 安全評価に関する

基本方針）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第 ２４ 条 制御棒の挿入限界 ○ 

（添付書類八、添付書類

十） 

－ 

添付書類八（6.1 原子炉制御設備）、設置許可添付書類十（1.1 安全評価に関する

基本方針）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第 ２５ 条 制御棒位置指示 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（6.2 原子炉計装）に記載があり、保安規定記載はこ

れらに整合している。 

第 ２６ 条 炉物理検査－モード１－ ○ 

（添付書類八） 
－ 

添付書類八（6.2 原子炉計装）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合して

いる。 

第 ２７ 条 炉物理検査－モード２－ ○ 

（添付書類八） 
〇※ 

添付書類八（6.2 原子炉計装）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合して

いる。 

第 ２８ 条 化学体積制御系（ほう酸濃縮機能） ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（3.3 核設計）に記載があり、保安規定記載はこれら

に整合している。 

第 ２９ 条 原子炉熱出力 ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類二（3 熱出力および熱平衡）他に記載があり、保安規定

記載はこれらに整合している。 

第 ３０ 条 熱流束熱水路係数（ＦＱ(Z)） ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（3.3 核設計）に記載があり、保安規定記載はこれら

に整合している。 

第 ３１ 条 核的エンタルピ上昇熱水路係数（ＦＮ
△Ｈ） ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（3.3 核設計）に記載があり、保安規定記載はこれら

に整合している。 

第 ３２ 条 軸方向中性子束出力偏差 ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（3.3 核設計）に記載があり、保安規定記載はこれら

に整合している。 

第 ３３ 条 1/4 炉心出力偏差 〇 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（6. 計測制御系統施設）他に記載があり、保安規定記

載はこれらに整合している。 



大飯発電所原子炉施設保安規定 第１編運転段階の発電用原子炉施設編（３号炉および４号炉） 

設置許可記載有無／保安規定変更有無等整理（案） 

 

(1)－4 
 

変更後保安規定目次 
設置許可記載有無 

（〇：有り －：無し） 

保安規定変更有無 

（〇：有り －：無し） 
説明 

第 ３４ 条 計測および制御設備 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（6. 計測制御系統施設）他に記載があり、保安規定記

載はこれらに整合している。 

第 ３５ 条 ＤＮＢ比 ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（3.4 熱水力設計）他に記載があり、保安規定記載は

これらに整合している。 

第 ３６ 条 １次冷却材の温度・圧力および１次冷却材温度変

化率 

○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（5.1 １次冷却設備）他に記載があり、保安規定記載

はこれらに整合している。 

第 ３７ 条 １次冷却系－モード３－ ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文（五号）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第 ３８ 条 １次冷却系－モード４－ ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（5.2 余熱除去設備）に記載があり、保安規定記載は

これらに整合している。 

第 ３９ 条 １次冷却系－モード５（１次冷却系満水） ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（5.2 余熱除去設備）に記載があり、保安規定記載は

これらに整合している。 

第 ４０ 条 １次冷却系－モード５（１次冷却系非満水） ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（5.2 余熱除去設備）に記載があり、保安規定記載は

これらに整合している。 

第 ４１ 条 １次冷却系－モード６（キャビティ高水位） ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（4.2 使用済燃料ピット水浄化冷却設備）に記載があ

り、保安規定記載はこれらに整合している。 

第 ４２ 条 １次冷却系－モード６（キャビティ低水位） ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（4.2 使用済燃料ピット水浄化冷却設備）に記載があ

り、保安規定記載はこれらに整合している。 

第 ４３ 条 加圧器 ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（6. 計測制御系統施設）に記載があり、保安規定記載

はこれらに整合している。 

第 ４４ 条 加圧器安全弁 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（5.1 １次冷却設備）他に記載があり、保安規定記載

はこれらに整合している。 

第 ４５ 条 加圧器逃がし弁 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（5.1 １次冷却設備）他に記載があり、保安規定記載

はこれらに整合している。 

第 ４６ 条 低温過加圧防護 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（5.1 １次冷却設備）他に記載があり、保安規定記載

はこれらに整合している。 

第 ４７ 条 １次冷却材漏えい率 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（5.1 １次冷却設備）他に記載があり、保安規定記載

はこれらに整合している。 

第 ４８ 条 蒸気発生器細管漏えい監視 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（5.1 １次冷却設備）他に記載があり、保安規定記載

はこれらに整合している。 

第 ４９ 条 余熱除去系への漏えい監視 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（5.2 余熱除去設備）に記載があり、保安規定記載は

これらに整合している。 

第 ５０ 条 １次冷却材中のよう素１３１濃度 ○ 

（本文、添付書類十） 
－ 

設置許可本文、添付書類十（4. 重大事故及び仮想事故の解析）に記載があり、保

安規定記載はこれらに整合している。 

第 ５１ 条 蓄圧タンク 
○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（5.6 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原

子炉を冷却するための設備）他に記載があり、保安規定記載はこれらに整合して

いる。 

第 ５２ 条 非常用炉心冷却系－モード１、２および３－ ○ 

（本文、添付書類八） 
〇 

設置許可本文、添付書類八(5.3 非常用炉心冷却設備)他に記載があり、保安規定

記載はこれらに整合している。【別冊(2)-3 参照】 



大飯発電所原子炉施設保安規定 第１編運転段階の発電用原子炉施設編（３号炉および４号炉） 

設置許可記載有無／保安規定変更有無等整理（案） 

 

(1)－5 
 

変更後保安規定目次 
設置許可記載有無 

（〇：有り －：無し） 

保安規定変更有無 

（〇：有り －：無し） 
説明 

サーベイランスの実施方法について（実条件性能確認）の補足説明資料にて整合

を説明する。 

第 ５３ 条 非常用炉心冷却系－モード４－ 〇 

（本文、添付書類八） 
〇 

サーベイランスの実施方法について（実条件性能確認）の補足説明資料にて整合

を説明する。 

第 ５４ 条 燃料取替用水ピット ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（5.2 余熱除去設備）他に記載があり、保安規定記載

はこれらに整合している。 

第 ５５ 条 削除    

第 ５６ 条 原子炉格納容器 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（9.1 原子炉格納施設）他に記載があり、保安規定記

載はこれらに整合している。 

第 ５７ 条～第６３条 削除  －  

第 ６４ 条 原子炉格納容器スプレイ系 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇 

サーベイランスの実施方法について（実条件性能確認）の補足説明資料にて整合

を説明する。 

第 ６５ 条 アニュラス空気浄化系 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（9.3 アニュラス空気浄化設備）他に記載があり、保

安規定記載はこれらに整合している。 

第 ６６ 条 アニュラス ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（9.1 原子炉格納施設）他に記載があり、保安規定記

載はこれらに整合している。 

第 ６７ 条 主蒸気安全弁 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（5.11 蒸気タービン及び附属設備）他に記載があり、

保安規定記載はこれらに整合している。 

第 ６８ 条 主蒸気隔離弁 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（5.11 蒸気タービン及び附属設備）他に記載があり、

保安規定記載はこれらに整合している。 

第 ６９ 条 主給水隔離弁、主給水制御弁および主給水バ 

イパス制御弁 

○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類十（2.3 炉心内の熱発生又は熱除去の異常な変化）他に

記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第 ７０ 条 主蒸気逃がし弁 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（5.11 蒸気タービン及び附属設備）他に記載があり、

保安規定記載はこれらに整合している。 

第 ７１ 条 補助給水系 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（5.11 蒸気タービン及び附属設備）他に記載があり、

保安規定記載はこれらに整合している。 

第 ７２ 条 復水ピット ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（5.11 蒸気タービン及び附属設備）他に記載があり、

保安規定記載はこれらに整合している。 

第 ７３ 条 原子炉補機冷却水系 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（5.9.1 原子炉補機冷却設備）他に記載があり、保安

規定記載はこれらに整合している。 

第 ７４ 条 原子炉補機冷却海水系 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（5.9.2 原子炉補機冷却海水設備）他に記載があり、

保安規定記載はこれらに整合している。 

第 ７５ 条 制御用空気系 ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（6.9.1 制御用空気設備）他に記載があり、保安規定

記載はこれらに整合している。 

第 ７６ 条 中央制御室非常用循環系 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（8.2  換気空調設備）他に記載があり、保安規定記

載はこれらに整合している。 

第 ７７ 条 安全補機室空気浄化系 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（9.3  アニュラス空気浄化設備）に記載があり、保

安規定記載はこれらに整合している。 

第 ７８ 条 外部電源 ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（10.1  非常用電源設備）に記載があり、保安規定記

載はこれらに整合している。 



大飯発電所原子炉施設保安規定 第１編運転段階の発電用原子炉施設編（３号炉および４号炉） 

設置許可記載有無／保安規定変更有無等整理（案） 

 

(1)－6 
 

変更後保安規定目次 
設置許可記載有無 

（〇：有り －：無し） 

保安規定変更有無 

（〇：有り －：無し） 
説明 

第７８条の２、第７８条の３ 削除    

第 ７９ 条 ディーゼル発電機－モード１、２、３および４ ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（10.1  非常用電源設備）に記載があり、保安規定記

載はこれらに整合している。 

第 ８０ 条 ディーゼル発電機－モード１、２、３および４以

外－ 

○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（10.1  非常用電源設備）に記載があり、保安規定記

載はこれらに整合している。 

第 ８１ 条 ディーゼル発電機の燃料油、潤滑油および始動用

空気 

○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（10.1  非常用電源設備）に記載があり、保安規定記

載はこれらに整合している。 

第 ８２ 条 非常用直流電源－モード１、２、３および４－ ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八（10.1  非常用電源設備）に記載があり、保安規定記

載はこれらに整合している。 

第 ８３ 条 非常用直流電源－モード５、６および 

照射済燃料移動中－ 

○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（10.1  非常用電源設備）に記載があり、保安規定記

載はこれらに整合している。 

第 ８４ 条 所内非常用母線－モード１、２、３および４－ ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（10.1  非常用電源設備）に記載があり、保安規定記

載はこれらに整合している。 

第 ８５ 条 所内非常用母線－モード５、６および 

照射済燃料移動中－ 

○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（10.1  非常用電源設備）に記載があり、保安規定記

載はこれらに整合している。 

第 ８６ 条 １次冷却材中のほう素濃度－モード６－ ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（3. 原子炉及び炉心）に記載があり、保安規定記載

はこれらに整合している。 

第 ８７ 条 原子炉キャビティ水位 ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（4.1  燃料の取扱設備及び貯蔵設備）に記載があ

り、保安規定記載はこれらに整合している。 

第 ８８ 条 原子炉格納容器貫通部 ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（5. 工学的安全施設）他に記載があり、保安規定記載

はこれらに整合している。 

第 ８９ 条 使用済燃料ピットの水位および水温 ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（4.1  燃料の取扱設備及び貯蔵設備）に記載があ

り、保安規定記載はこれらに整合している。 

第 ９０ 条 重大事故等対処設備 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類に重大事故等対処設備に係るに記載があり、保安規定記

載はこれらに整合している。 

第 ９１ 条 １次冷却系の耐圧・漏えい検査の実施 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第９１条の２ 安全注入系逆止弁漏えい検査の実施 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第 ９２ 条    運転上の制限の確認  

－ 〇 

設置許可に記載はないが、サーベランスについては、実条件性能確認の観点で実

施することを追加し、保安規定審査基準改正を反映したものであり、実施方法に

ついて、設置許可記載との整合性の観点で記載を追加している。 

【別冊(2)-6 参照】 

第 ９３ 条    運転上の制限を満足しない場合 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第 ９４ 条    予防保全を目的とした点検・保 

修を実施する場合 
－ 〇 

設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第 ９５ 条    運転上の制限に関する記録 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第４節 異常時の措置    

第 ９６ 条    異常時の基本的な対応 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第 ９７ 条    異常時の措置 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第 ９８ 条    異常収束後の措置 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 



大飯発電所原子炉施設保安規定 第１編運転段階の発電用原子炉施設編（３号炉および４号炉） 

設置許可記載有無／保安規定変更有無等整理（案） 

 

(1)－7 
 

変更後保安規定目次 
設置許可記載有無 

（〇：有り －：無し） 

保安規定変更有無 

（〇：有り －：無し） 
説明 

第５章 燃料管理    

第 ９９ 条    新燃料の運搬 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇 

設置許可本文、添付書類八（4.1  燃料の取扱設備及び貯蔵設備）に記載があ

り、保安規定記載はこれらに整合している。 

第１００条    新燃料の貯蔵 ○ 

（本文、添付書類八） 
－ 

設置許可本文、添付書類八（4.1  燃料の取扱設備及び貯蔵設備）に記載があ

り、保安規定記載はこれらに整合している。 

第１０１条    燃料の検査 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇 

設置許可本文、添付書類八（4.1  燃料の取扱設備及び貯蔵設備）に記載があ

り、保安規定記載はこれらに整合している。 

第１０２条    燃料の取替等 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇 

設置許可本文、添付書類八（4.1  燃料の取扱設備及び貯蔵設備）に記載があ

り、保安規定記載はこれらに整合している。 

第１０３条    使用済燃料の貯蔵 
○ 

（本文、添付書類八） 
〇 

設置許可本文、添付書類八（4.1  燃料の取扱設備及び貯蔵設備）に記載があ

り、保安規定記載はこれらに整合している。 

【別冊(2)-7 参照】 

第１０４条    使用済燃料の運搬 ○ 

（本文、添付書類八） 
〇 

設置許可本文、添付書類八（4.1  燃料の取扱設備及び貯蔵設備）に記載があ

り、保安規定記載はこれらに整合している。 

第６章 放射性廃棄物管理    

第１０５条    放射性廃棄物管理に係る基本方針 
〇 

（本文、添付書類八、

九） 

〇 

設置許可本文、添付書類八（11.5 放射性廃棄物管理）、添付書類九（1. 放射線防

護に関する基本方針）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

（保安規定では、第 2条（基本方針）で ALARA を記載しているが、第 6章におい

ても追記）【別冊(2)-12 参照】 

第１０５条の２  放射性固体廃棄物の管理 〇 

（本文、添付書類八、

九） 

〇※ 

設置許可本文、添付資料八（7.3 固体廃棄物処理設備、11.5 放射性廃棄物管理）、

添付書類九（4.4  固体廃棄物処理）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合

している。 

第１０５条の３  放射性廃棄物でない廃棄物の管理 － 〇※ 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第１０５条の４  事故由来放射性物質の降下物の影響確認 － 〇※ 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第１０５条の５  輸入廃棄物の管理 ○ 

（本文） 
〇 

設置許可本文（八号）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第１０６条    放射性液体廃棄物の管理 ○ 

（本文、添付書類八、

九） 

－ 

設置許可本文、添付資料八（7.2 液体廃棄物処理設備、11.5 放射性廃棄物管理）、

添付書類九（4.3  液体廃棄物処理）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合

している。 

第１０７条    放射性気体廃棄物の管理 ○ 

（本文、添付書類八、

九） 

－ 

設置許可本文、添付資料八（7.1 気体廃棄物処理設備、11.5 放射性廃棄物管理）、

添付書類九（4.2  気体廃棄物処理）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合

している。 

第１０８条    放出管理用計測器の管理 〇 

（本文、添付書類八） 
〇 

設置許可本文、添付書類八（8.1 放射線管理設備）に記載があり、保安規定記載

はこれらに整合している。 

第１０９条    頻度の定義 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第７章 放射線管理    

第１節 区域管理    

第１１０条    放射線管理に係る基本方針 
〇 〇 

設置許可本文、添付書類八（11.6 放射線管理）、添付書類九（1. 放射線防護に関

する基本方針）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 



大飯発電所原子炉施設保安規定 第１編運転段階の発電用原子炉施設編（３号炉および４号炉） 

設置許可記載有無／保安規定変更有無等整理（案） 

 

(1)－8 
 

変更後保安規定目次 
設置許可記載有無 

（〇：有り －：無し） 

保安規定変更有無 

（〇：有り －：無し） 
説明 

（本文、添付書類八、

九） 

（保安規定では、第 2条（基本方針）で ALARA を記載しているが、第 6章におい

ても追記） 

第１１０条の２  管理区域の設定・解除 〇 

（本文、添付書類八、

九） 

〇 

設置許可本文、添付書類八（11.6 放射線管理）、添付書類九（2.1  管理区域、保

全区域及び周辺監視区域の設定）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合し

ている。 

第１１１条    管理区域内における区域区分 〇 

（本文、添付書類九） 
－ 

設置許可本文、添付書類九（2.3.3  管理区域内の区分）に記載があり、保安規定

記載はこれらに整合している。 

第１１２条    管理区域内における特別措置 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第１１３条    管理区域への出入管理 〇 

（本文、添付書類八、

九） 

－ 

設置許可本文、添付書類八（11.6 放射線管理）、添付書類九（2.3.1 人の出入管

理）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第１１４条    管理区域出入者の遵守事項 〇 

（本文、添付書類九） 
－ 

設置許可本文、添付書類九（2.3.1 人の出入管理）に記載があり、保安規定記載

はこれらに整合している。 

第１１５条    保全区域 〇 

（本文、添付書類八、

九） 

－ 

設置許可本文、添付書類八（11.6 放射線管理）、添付書類九（2.5  保全区域内の

管理）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第１１６条    周辺監視区域 〇 

（本文、添付書類八、

九） 

－ 

設置許可本文、添付書類八（11.6 放射線管理）、添付書類九（2.6  周辺監視区域

内の管理）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第２節 被ばく管理    

第１１７条    放射線業務従事者の線量管理等 〇 

（本文、添付書類八、

九） 

〇 

設置許可本文、添付書類八（11.6 放射線管理）、添付書類九（2.4  個人管理）に

記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第１１８条    床・壁等の除染 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第３節 外部放射線に係る線量当量率等の測定    

第１１９条    外部放射線に係る線量当量率等の測定 〇 

（本文、添付書類八、

九） 

－ 

設置許可本文、添付書類八（11.6 放射線管理）、添付書類九（2.2 管理区域等の管

理）に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第１１９条の２  平常時の環境放射線モニタリング 〇 

（本文、添付書類九） 
〇 

設置許可本文、添付書類九（3.1 空間放射線量等の監視）に記載があり、保安規

定記載はこれらに整合している。【別冊(2)-14 参照】 

第１２０条    放射線計測器類の管理 〇 

（本文、添付書類八） 
〇 

設置許可本文、添付書類八（8.1 放射線管理設備）に記載があり、保安規定記載

はこれらに整合している。 

第４節 物品移動の管理    

第１２１条    管理区域外等への搬出および運搬 － 〇 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第１２２条    発電所外への運搬 － 〇 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第５節 請負会社の放射線防護    

第１２３条    請負会社の放射線防護 〇 

（添付書類九） 
－ 

設置許可添付書類九（1. 放射線防護に関する基本方針）に記載があり、保安規定

記載はこれらに整合している。 

第６節 その他    

第１２４条    頻度の定義 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 



大飯発電所原子炉施設保安規定 第１編運転段階の発電用原子炉施設編（３号炉および４号炉） 

設置許可記載有無／保安規定変更有無等整理（案） 
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変更後保安規定目次 
設置許可記載有無 

（〇：有り －：無し） 

保安規定変更有無 

（〇：有り －：無し） 
説明 

第８章 施設管理    

第１２５条    施設管理計画 

〇 

（本文、添付書類八） 
〇 

設置許可本文、添付書類八（13.7 保守）に「保安規定に定める定期的な検査、保修

及び改造に関する事項を遵守」との記載があり、保安規定においては、原子力事業

者等における使用前事業者検査、定期事業者検査、保安のための措置等に係る運用

ガイドとの整合を図る。【別冊(2)-15 参照】 

第１２５条の２  設計管理 － 〇 

設置許可に記載はなく、保安規定においては、原子力事業者等における使用前事業

者検査、定期事業者検査、保安のための措置等に係る運用ガイドとの整合を図る。 

第１２５条の３  作業管理 － 〇 

第１２５条の４  使用前事業者検査の実施 － 〇 

第１２５条の５  定期事業者検査の実施 － 〇 

第１２５条の６  原子炉施設の経年劣化に関する技術的な評

価および長期施設管理方針 
－ 〇※ 

第９章 非常時の措置    

第１２６条    原子力防災組織 
〇 

（添付書類五、八） 
－ 

設置許可添付書類五、添付書類八（11.8 非常時の措置に基本的な方針の記載）に

記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第１２７条    原子力防災要員 
〇 

（添付書類五、八） 
－ 

設置許可添付書類五、添付書類八（11.8 非常時の措置に基本的な方針の記載）に

記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

第１２７条の２  緊急作業従事者の選定 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第１２８条    原子力防災資機材等の整備 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第１２９条    通報経路 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第１３０条    原子力防災訓練 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第１３１条    通  報 
〇 

（添付書類八） 
－ 

添付書類八（11.8 非常時の措置）に基本的な方針の記載があり、保安規定記載は

これらに整合している。 

第１３２条    原子力防災体制等の発令 
〇 

（本文、添付書類八） 
－ 

本文、添付書類八（11.8 非常時の措置）にに基本的な方針の記載があり、保安規

定記載はこれらに整合している。 

第１３３条    応急措置 
〇 

（添付書類八） 
－ 

添付書類八（11.8 非常時の措置）に基本的な方針の記載があり、保安規定記載は

これらに整合している。 

第１３４条    緊急時における活動 
〇 

（添付書類八） 
－ 

添付書類八（11.8 非常時の措置）に基本的な方針の記載があり、保安規定記載は

これらに整合している。 

第１３４条の２  緊急作業従事者の線量管理等 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第１３５条    原子力防災体制等の解除 － － 設置許可に記載はなく、設置許可と保安規定記載に齟齬はない。 

第１０章 保安教育    

第１３６条    所員への保安教育 〇 

（添付書類五、八） 
〇※ 

添付書類五、添付書類八（11.9 教育訓練）に基本的な方針の記載があり、保安規

定記載はこれらに整合している。 

第１３７条    請負会社従業員への保安教育 〇 

（添付書類五） 
－ 

添付書類五に一部、協力会社を含む教育・訓練の記載があり、保安規定記載はこ

れらに整合している。 

第１１章 記録および報告    

第１３８条    記  録 〇 

（添付書類八） 
〇 

添付書類八（11.12 記録及び報告）に基本的な方針の記載があり、保安規定記載

はこれらに整合している。【別冊(2)-21 参照】 
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設置許可記載有無／保安規定変更有無等整理（案） 
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変更後保安規定目次 
設置許可記載有無 

（〇：有り －：無し） 

保安規定変更有無 

（〇：有り －：無し） 
説明 

第１３９条    報  告 〇 

（添付書類八） 
－ 

添付書類八（11.12 記録及び報告）に基本的な方針の記載があり、保安規定記載

はこれらに整合している。 

添付１   異常時の運転操作基準 ○ 

（本文、添付書類十） 
－ 

設置許可本文、添付書類十に記載があり、保安規定記載はこれらに整合してい

る。 

添付２   火災、内部溢水、火山影響等および自然災害発生

時の対応に係る実施基準 

○ 

（本文、添付書類八） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類八に記載があり、保安規定記載はこれらに整合してい

る。 

添付３   重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準 ○ 

（本文、添付書類十） 
〇※ 

設置許可本文、添付書類十に記載があり、保安規定記載はこれらに整合してい

る。 

添付４   管理区域図 ○ 

（添付書類九） 
－ 

設置許可添付書類九に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

添付５   保全区域図 ○ 

（添付書類九） 
－ 

設置許可添付書類九に記載があり、保安規定記載はこれらに整合している。 

 



大飯発電所原子炉施設保安規定変更に対する設置許可との整合性確認資料（案） 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 

（保安に関する職務） 
第 ５ 条 本店における保安に関する職務は次のとおり。 

（略） 
(3) 原子力事業本部長は、第１項(5)から(10)に定める各部門統括を指導
監督し、原子力業務を統括する。また、第２条の２第３項の職務を行
う。 

（略） 
(6) 原子力安全部門統括は、原子力発電所の安全管理および原子力発電施
設の安全評価に関する業務を統括する（その他自然災害発生時等、重大
事故等発生時および大規模損壊発生時の体制の整備に関する業務を含
む）。 

(7) 原子力発電部門統括は、原子力発電の品質保証活動、原子力発電施設
の設計・保全ならびに原子力発電所の運転保守（運転員の教育・訓練を
含む。）、放射線管理および放射性廃棄物管理に関する業務を統括する。 

(8) 原子力技術部門統括（原子力技術）は、原子力発電施設の設計・保全
（原子力技術部門統括（土木建築）および原子力発電部門統括が所管す
る業務を除く。）および高経年対策に関する技術的業務を統括する（火
山影響等発生時およびその他自然災害発生時等の体制の整備に関する業
務を含む）。 

(9) 原子力技術部門統括（土木建築）は、原子力発電施設の土木設備、建
築物に係る設計・保全（原子力発電部門統括が所管する業務を除く。）
に関する技術的業務を統括する（その他自然災害発生時等の体制の整備
に関する業務を含む）。 

(10) 原子燃料部門統括は、原子燃料サイクル（原子燃料サイクル室長所
管業務を除く。）およびその品質保証活動に関する業務を統括する。 

（略） 
 (16) 第１項(6)から(10)、(14)に定める各職位の職務には、その職務の範

囲における設計および工事に関する業務を含む。 
(17) 各職位は、第３条８．２．４項で要求される使用前事業者検査等に
おける独立性を確保するために必要な場合は、本項の職務の内容によら
ず、当該検査実施責任者の業務を実施することができる。 

(18) 第１項(5)から(15)に定める各職位は、所属員を指示・指導し、所管
業務を遂行する。また、各所属員は、その指示・指導に従い業務を実施
する。 

(19) その他関係する部門は、別途定められた「職制規程」に基づき所管
業務を遂行する。 

 
２．発電所における保安に関する職務は次のとおり。 

(1) 発電所長（以下、「所長」という。）は、発電所の課（室）長等を指導
監督し、発電所における保安活動を統括する。 

(2) 原子力安全統括、副所長および運営統括長は、所長を補佐する。 
(3) 品質保証室長は、原子力発電に関する品質保証活動の統括に関する業
務を行う。 

(4) 品質保証室課長は、品質保証室長を補佐する。 

[添付書類五] 
１．組 織 

本変更に係る設計及び運転等は第1 図に示す既存の原子力関係組織に
て実施する。 
これらの組織は、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する

法律」第43 条の3 の24 第1 項の規定に基づく大飯発電所原子炉施設
保安規定（以下「保安規定」という。）等で定められた業務所掌に基づ
き、明確な役割分担のもとで大飯発電所の設計及び運転等に係る業務を適
確に実施する。 
本変更に係る設計及び工事の業務について、設計方針については原子力

事業本部の原子力安全部門、原子力発電部門、原子力技術部門、原子燃料
部門及び土木建築室にて定め、現場における具体的な設計及び工事の業務
は大飯発電所において実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本変更に係る運転及び保守の業務について、大飯発電所の発電用原子炉

施設の運転に関する業務は第一発電室及び第二発電室が、発電用原子炉施
設の保守管理に関する業務は原子燃料課、放射線管理課、保全計画課、電
気保修課、計装保修課、原子炉保修課、タービン保修課、土木建築課、電
気工事グループ、機械工事グループ及び土木建築工事グループが、燃料管
理に関する業務は原子燃料課が、放射線管理に関する業務は放射線管理課
が、初期消火活動のための体制の整備に関する業務は所長室が、原子力防
災、出入管理等に関する業務は安全・防災室が実施する。 

 
・設置許可の「保安規定等で定め
られた業務所掌に基づき、明確
な役割分担のもとで大飯発電所
の設計及び運転等に係る業務を
適確に実施する。」の記載と保安
規定記載は整合している。 

 
 
・設置許可の本店組織の記載と設
置許可と保安規定記載は整合し
ている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・発電所組織の記載は設置許可と
保安規定は整合している。 

 
 
 
 
 

別冊 記載サンプル 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 
(5) 安全・防災室長は、原子炉施設の管理運用に関する安全評価、その他
技術安全の総括、原子力防災対策および原子炉施設の出入管理に関する
業務ならびに火災発生時、内部溢水発生時、火山影響等発生時、その他
自然災害発生時等、重大事故等発生時および大規模損壊発生時の体制の
整備に関する業務の総括に関する業務を行う。 

(6) 安全・防災室課長は、安全・防災室長を補佐する。 
(7) 所長室長は、発電所の運営に関する総括、文書管理と記録管理の総
括、教育・訓練の総括、調達先管理、契約および貯蔵品管理に関する業
務を行う。 

(8) 所長室課長（総務）は、所長室長を補佐する。 
(9) 技術課長は、発電所の技術関係事項の総括に関する業務を行う。 
(10) 原子燃料課長は、原子燃料管理および炉心管理に関する業務を行
う。 

(11) 放射線管理課長は、放射性廃棄物管理、放射線管理（環境モニタリ
ングセンター所長所管業務を除く。）、被ばく管理および化学管理に関す
る業務を行う。 

(12) 発電室長は原子炉施設の運転に関する業務を行う。 
(13) 当直課長は、原子炉施設の運転に関する当直業務を行う。なお、本
編において「当直課長」とは、特に定めの無い限り３号炉および４号炉
を担当する当直課長をいう。 

(14) 定検課長は、発電室長の原子炉施設の運転に関する業務のうち、定
期事業者検査に関する業務の補佐を行う。 

（略） 
(26) 第2項(5)、(6)、(10)から(13)および (15) から(23)に定める各職
位の職務には、その職務の範囲における運転および保守、設計および工
事に関する業務を含む。 

(27) 各職位は、第３条８．２．４項で要求される使用前事業者検査等に
おける独立性を確保するために必要な場合は、本項の職務の内容によら
ず、当該検査実施責任者の業務を実施することができる。 

(28) 各課（室）長は、課（室）員を指示・指導し、所管業務を遂行す
る。また、各課（室）員は、その指示・指導に従い業務を実施する。 

(29) 発電用原子炉主任技術者（以下、「原子炉主任技術者」という。）を
兼任することができる品質保証室長、品質保証室課長、安全・防災室
長、安全・防災室課長、技術課長または保全計画課長は、兼任した場
合、担当する原子炉について兼任する職位の職務を遂行しないことと
し、兼任する職位の職務はその上位職が行う。 

運転及び保守の業務について、自然災害や重大事故等にも適確に対処す
るため、あらかじめ、発電所長を本部長とした防災組織及び原子力防災組
織を構築し、発生する事象に応じて対応する。 
自然災害が発生した場合は防災組織として一般災害対策本部が設置さ

れ、平時の業務体制から速やかに移行される。また、原子力災害が発生し
た場合又はその恐れがある場合は、原子力防災組織として発電所警戒本部
又は発電所緊急時対策本部が設置され、平時の業務体制から速やかに移行
される。 

 
[添付書類八] 
11.2 保安管理体制 

発電所の保安管理体制は、発電所長、発電用原子炉主任技術者、電気主
任技術者、ボイラー・タービン主任技術者、品質保証室、安全・防災室、
所長室、技術課、原子燃料課、放射線管理課、第一発電室、第二発電室、
保全計画課、電気保修課、計装保修課、原子炉保修課、タービン保修課、
土木建築課、電気工事グループ、機械工事グループ及び土木建築工事グル
ープをもって構成する。 
さらに、発電所における原子炉施設の保安運営に関する重要事項を審議

するため、本店に原子力発電安全委員会を、大飯発電所に原子力発電安全
運営委員会を設置する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・発電所組織の記載は設置許可と
保安規定は整合している。 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 

（非常用炉心冷却系 －モード１、２および３－） 
第 ５２ 条 モード１、２および３において、非常用炉心冷却系は、表５２
－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２．非常用炉心冷却系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確
認するため、次の各号を実施する。 
(1) 発電室長は、定期事業者検査時に、高圧注入ポンプおよび余熱除去ポ
ンプを起動させ、異常な振動、異音、異臭、漏えいがないこと、および
表５２－２で定める事項を確認する。 

(2) 発電室長は、定期事業者検査時に、高圧注入ポンプおよび余熱除去ポ
ンプが、模擬信号により起動することを確認する。 

(3) 当直課長は、定期事業者検査時に、施錠等により固定されていない非
常用炉心冷却系の流路中の弁が正しい位置にあることを確認する。 

(4) 原子炉保修課長は、定期事業者検査時に、原子炉格納容器再循環サン
プが異物等により塞がれていないことを確認し、その結果を発電室長に
通知する。 

(5) 原子炉保修課長は、定期事業者検査時に、余熱除去ポンプ入口弁が、
閉止可能であることを確認し、その結果を発電室長に通知する。 

(6) 当直課長は、モード１、２および３において、１ヶ月に１回、２台の
高圧注入ポンプおよび２台の余熱除去ポンプについて、ポンプを起動
し、動作可能であることを確認する※１。また、確認する際に操作した
弁については、正しい位置に復旧していることを確認する。 

(7) 当直課長は、モード１、２および３において、１ヶ月に１回、非常用
炉心冷却系の弁の開閉確認を行い、弁の動作に異常のないこと、確認す
る際に操作した弁が、正しい位置に復旧していることを確認する。 

３．当直課長は、非常用炉心冷却系が第１項で定める運転上の制限を満足し
ていないと判断した場合、表５２－３の措置を講じる。 

 
※１：運転中のポンプについては、運転状態により確認する（以下、本条に

おいて同じ）。 
 
表５２－１ 

項 目 運転上の制限 
非常用炉心冷却系
※２※３ 

(1) 高圧注入系の２系統が動作可能であること※４ 
(2) 低圧注入系の２系統が動作可能であること 

※２：高圧注入系は、重大事故等対処設備を兼ねる。 
高圧注入系が動作不能時は、第９０条（表９０－３および表９０－
４）の運転上の制限も確認する。 

※３：低圧注入系は、重大事故等対処設備を兼ねる。 
低圧注入系が動作不能時は、第９０条（表９０－４）の運転上の制限
も確認する。 

※４：高圧注入ポンプを用いて蓄圧タンクの水張りを行っている場合は、高
圧注入系への切替操作が可能な状態であることを条件に、動作不能と
はみなさない。 

 
 

【高圧注入系】 
[本文五号] 
ホ．原子炉冷却系統施設の構造及び設備 

Ａ. ３号炉 
(3) 非常用冷却設備 

(ⅰ) 冷却材の種類 
軽 水（ほう素含有） 

(ⅱ) 主要な機器及び管の個数及び構造 
a. 非常用炉心冷却設備 

非常用炉心冷却設備は、工学的安全施設の一設備で、蓄圧注入
系、高圧注入系及び低圧注入系から構成する。原子炉冷却材喪失
事故等が起こったときは、直ちに蓄圧タンク及び燃料取替用水ピ
ットのほう酸水を各１次冷却材管を経て原子炉に注水し炉心の冷
却を行う。また、燃料取替用水ピットの貯留水がなくなる前に、
格納容器再循環サンプにたまったほう酸水を再循環させる。 

(a) 高圧注入系 
a) 高圧注入ポンプ 

（「高圧注入系」、「原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時号炉
に発電用原子炉を冷却するための設備」、「原子炉冷却材圧力
バウンダリを減圧するための設備」、「原子炉冷却材圧力バウ
ンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備」、「最終
ヒートシンクへ熱を輸送するための設備」及び「重大事故等
の収束に必要となる水の供給設備」と兼用） 

台 数 2 
容 量 約320m3/h（1 台当たり） 
揚 程 約960m 

 
[添付書類八] 
5.3 非常用炉心冷却設備 
5.3.1 概要 

非常用炉心冷却設備は、蓄圧注入系、高圧注入系及び低圧注入系で構成
し、想定される事故に対してほう酸水を注入し、次に示す機能を持つ。 
(1) １次冷却材喪失事故に対して原子炉を冷却し、燃料及び燃料被覆の重
大な損傷を防止でき、かつ、燃料被覆のジルコニウムと水との反応を十
分小さな量に制限する。 

(2) 主蒸気管破断事故等に対して、原子炉停止系とあいまって、原子炉の
停止に必要な負の反応度を添加する。 

非常用炉心冷却設備の系統構成を第5.3.1図に示す。 
蓄圧注入系は、加圧されたほう酸水を貯える蓄圧タンクを備え、１

次冷却材の圧力が低下すると自動的にほう酸水を注入する。高圧注入
系は高圧注入ポンプを、また、低圧注入系は余熱除去ポンプを備え、
事故時には燃料取替用水ピットに貯蔵するほう酸水を原子炉に注入す
る。 

5.3.2 設計方針 
(1) 事故の範囲 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設置許可記載の台数、容量、揚
程の記載と保安規定記載はこれ
らに整合している。 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 
 
表５２－２ 

項 目 確認事項 

高圧注入ポンプ 
テストラインにおける揚程が ___ m 以上、容量が 
___ m3/h 以上であることを確認する 

余熱除去ポンプ 
テストラインにおける揚程が ___ m 以上、容量が 
___ m3/h 以上であることを確認する 

 
 
表５２－３ 

条 件 要求される措置 完了時間 
A. 高圧注入系１系

統が動作不能で
ある場合 

A.1 当直課長は、当該系統を動作可
能な状態に復旧する。 

および 

１０日 

A.2 当直課長は、残りの系統のポン
プを起動し、動作可能であるこ
とを確認する。 

４時間 
その後の８
時間に１回 

B. 低圧注入系１系
統が動作不能で
ある場合 

B.1 当直課長は、当該系統を動作可
能な状態に復旧する。 

および 

１０日 

B.2 当直課長は、残りの系統のポン
プを起動し、動作可能であるこ
とを確認する。 

４時間 
その後の８
時間に１回 

C. 条件ＡまたはＢ
の措置を完了時
間内に達成でき
ない場合 

C.1 当直課長は、モード３にする。 
および 

１２時間 

C.2 当直課長は、モード４にする。 ３６時間 

 
 
 
 
 
 
 

非常用炉心冷却設備は、次の事故に対して制御棒クラスタの挿入と
あいまって原子炉を停止し冷却を行うように設計する。 
a. １次冷却材管の小口径配管破断から最大口径配管の完全両端破断ま
での１次冷却材喪失事故 

b. 制御棒クラスタ飛出し事故 
c. 主蒸気管破断事故 
d. 蒸気発生器伝熱管破損事故 

(2) 単一故障 
非常用炉心冷却設備は、事故後の短期間では動的機器の単一故障を

仮定しても、また、事故後の長期間では動的機器の単一故障又は想定
される静的機器の単一故障のいずれかを仮定しても、所定の安全機能
を果たし得るように多重性を有する設計とする。 
単一故障に関連していう事故後の短期間とは、原則として事故発生

後あるいは原子炉停止後24時間の運転期間を、また、事故後の長期間
とは、その後の運転期間をいうものとするが、１次冷却材喪失事故を
想定する場合、非常用炉心冷却設備については、事故後の短期間は１
次冷却材喪失事故発生から注入モード終了までの運転期間、また、事
故後の長期間は再循環モード以降の運転期間とする。 

(3) 外部電源喪失 
非常用炉心冷却設備は、外部電源喪失時には、前述の単一故障を仮

定しても、ディーゼル発電機の作動により必要な機器に電力を供給す
ることによって所定の安全機能を果たし得る設計とする。 

(4) 自動起動 
非常用炉心冷却設備は、非常用炉心冷却設備作動信号等により自動

的に作動する設計とする。 
(5) 共用の排除 

非常用炉心冷却設備は、共用によって安全機能を失うおそれのある
場合、原子炉施設間で共用しない設計とする。 

(6) 試験検査 
非常用炉心冷却設備は、その健全性あるいは運転可能性を確認する

ために、その重要度に応じて定期的な試験及び検査ができる設計とす
る。 

5.3.3 主要設備の仕様 
非常用炉心冷却設備の主要設備の仕様を第5.3.1 表に示す。 

5.3.4 主要設備 
5.3.4.1 系統設計 

非常用炉心冷却設備は、蓄圧注入系、高圧注入系及び低圧注入系で構成
し、各系統について以下に示す。 

（略） 
(2) 高圧注入系 

高圧注入系は、高圧注入ポンプ、配管及び弁類で構成する。高圧注
入ポンプは、100％容量のものを2 台設置する。 
高圧注入系は、次に示す非常用炉心冷却設備作動信号で自動作動す

る。 
a. 原子炉圧力低 
b. 主蒸気ライン圧力低 
c. 原子炉格納容器圧力高 

 
 
 
 
 
 
 
・設置許可記載の単一故障想定等
の記載と、保安規定記載は整合
している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設置許可記載の台数、容量、揚
程の記載と保安規定記載はこれ
らに整合している。 

 
 
 
 

枠囲みの範囲については、機密に係る事項ですので公開することができません。 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 
d. 手動 

非常用炉心冷却設備作動信号が発せられると、高圧注入ポンプが起動
し、燃料取替用水ピットのほう酸水を１次冷却材低温側配管を経て、炉心
に注入する。 
燃料取替用水ピットの水位が低くなると、高圧注入ポンプの水源を格納

容器再循環サンプに切り替えて、高圧注入配管に注入する再循環モードに
移行する。 
ポンプ電動機は、各々独立した２系統の非常用母線に接続する。 
ディーゼル発電機は、非常用炉心冷却設備作動信号により自動起動し、

外部電源喪失時にはこれらの非常用母線に電力を供給する。 
高圧注入ポンプの出口には、燃料取替用水ピットに戻るミニマムフロー

ラインを設けて、締切運転を防止するとともに、通常運転時のポンプテス
トもできるようにする。 

（略） 
5.3.4.2 主要設備 

（略） 
(2) 高圧注入ポンプ 

高圧注入ポンプは、非常用炉心冷却設備作動信号で自動起動し、注
入モード時には燃料取替用水ピットより、また、再循環モード時には
格納容器再循環サンプより取水し、１次冷却系に注入する。 
高圧注入ポンプは、横置の電動うず巻ポンプで、メカニカルシール

冷却器を備えており、原子炉補機冷却水で冷却する。 
高圧注入ポンプの出口側より燃料取替用水ピットに戻るミニマムフ

ローラインを設け、高圧注入ポンプの締切運転を防止する。このミニ
マムフローラインによって通常運転時のポンプテストを行うことがで
きる。 
通常運転時、高圧注入ポンプは非常用炉心冷却設備として常に待機

状態にある。 
 

第5.3.1表 非常用炉心冷却設備の設備仕様 
（略） 

(2) 高圧注入ポンプ 
型 式 うず巻式 
台 数 2 
容 量 約320m3/h（1 台当たり） 
揚 程 約960m 
最高使用圧力 16.7MPa[gage] 
最高使用温度 150℃ 
本 体 材 料 ステンレス鋼 

（以下、略） 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 

（運転上の制限の確認） 

第 ９２ 条 各課（室）長（品質保証室長、品質保証室課長、安全・防災室長、安全・防

災室課長、所長室長、所長室課長（総務）、技術課長、保全計画課長、電気工事グルー

プ課長、機械工事グループ課長および土木建築工事グループ課長（以下、「品質保証室

長等」という。本条において同じ。）を除く。）は、運転上の制限を満足していること

を第３節第２０条から第９１条の２の第２項（以下、本編各条において「この規定第

２項」という。）で定める事項により確認する。なお、この確認は、確認する機能が必

要となる事故時等の条件で必要な性能が発揮できるかどうかを確認（以下、「実条件性

能確認」という。）するために十分な方法（事故時等の条件を模擬できない場合等にお

いては、実条件性能確認に相当する方法であることを検証した代替の方法を含む。）に

より行う。 

２．この規定第２項で定める頻度および第３節第２０条から第９１条の２の第３項（以

下、本編各条において「この規定第３項」という。）で定める要求される措置の頻度

に関して、その確認の間隔は、表９２－１に定める範囲内で延長することができる※１

※２。ただし、確認回数の低減を目的として、恒常的に延長してはならない。なお、定

める頻度以上で実施することを妨げるものではない※１※２。 

３．各課（室）長（品質保証室長等を除く。）は、この規定第２項で定める頻度による

確認が実施できなかった場合は、運転上の制限を満足していないと判断する。ただ

し、その発見時点から、速やかに当該事項の確認を実施し、運転上の制限を満足して

いることを確認することができれば、この規定第３項で定める要求される措置を開始

する必要はない。 

４．各課（室）長（品質保証室長等を除く。）は、運転上の制限が適用されるモードに

なった時点から、この規定第２項で定める頻度（期間）以内に運転上の制限を満足し

ていることを確認するための事項を実施する。ただし、頻度（期間）より、適用され

るモードの期間が短い場合は、当該確認を実施する必要はない。 

５．各課（室）長（品質保証室長等を除く。）は、この規定第２項で定める事項を実施

している期間、当該の運転上の制限を満足していないとはみなさない。また、この確

認事項の実施により関連する条文の運転上の制限を満足していない場合も同様、運転

上の制限を満足していないとはみなさない。 

６．各課（室）長（品質保証室長等を除く。）は、この規定第２項で定める事項が実施

され、かつその結果が運転上の制限を満足している場合は、この規定第２項で定める

事項が実施されていない期間、運転上の制限が満足していないとはみなさない。ただ

し、第９３条で運転上の制限を満足していないと判断した場合を除く。 

７．各課（室）長（当直課長および品質保証室長等を除く）が第１７条、第９３条、第

９４条、この規定第２項およびこの規定第３項に基づいて行う当直課長への通知は、

その時点での当直業務を担当している当直課長への通知をいう。 

８．各課（室）長（品質保証室長等を除く。）は、この規定第２項で定める運転上の制

限を満足していることの確認を実施する場合において、確認事項が複数の条文で同一

である場合、各条文に対応して複数回実施する必要はなく、１回の確認により各条文

の確認を実施したとみなすことができる。 

 

※１：第２節で定められた頻度にも適用される。 

※２：第９４条第３項で定める点検時の措置の実施時期にも適用される。 

 
（設置許可記載なし） 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
・保安規定審査基準の記載「実用
炉規則第９２条第１項第８号イ
からハまで 発電用原子炉施設
の運転に関する体制、確認すべ
き事項、異状があった場合の措
置等  
８．サーベイランスの実施方法
については、確認する機能が必
要となる事故時等の条件で必要
な性能が発揮できるかどうかを
確認（以下「実条件性能確認」
という。）するために十分な方
法（事故時等の条件を模擬でき
ない場合等においては、実条件
性能確認に相当する方法である
ことを検証した代替の方法を含
む。）が定められていること。」 
の記載と保安規定記載は整合し
ている。 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 

（使用済燃料の貯蔵） 
第１０３条 原子燃料課長は、使用済燃料（以下、照射済燃料を含む）を貯
蔵する場合は、次の事項を遵守する。 
(1) 各号炉の使用済燃料を表１０３－１に定める使用済燃料ピットに貯蔵
すること。また、１ヶ月に１回以上、巡視点検により、貯蔵状況等に異
常のないことを確認するとともに使用済燃料ピットにおいては、水面の
清浄度および異物の混入がないこと等を確認すること。 

(2) 使用済燃料ピットの目につきやすい箇所に燃料貯蔵施設である旨およ
び貯蔵上の注意事項を掲示すること。また、施錠等により取扱者以外の
者がみだりに立ち入りできない措置を講じること。 

(3) 使用済燃料ピットクレーンを使用すること。 
(4) 使用済燃料ピットにおいて燃料が臨界に達しない措置が講じられてい
ることを確認すること。 

(5) 使用済燃料ラックに収納することが適切でないと判断した使用済燃料
については、破損燃料容器に収納する等の措置を講じること。 

(6) 使用済燃料の落下を防止する措置を講じること。 
(7) 使用済燃料ピット周辺に設置する設備については、使用済燃料ピット
に影響を及ぼす落下物となる可能性が考えられる場合は、落下を防止す
る措置を講じること。 

(8) 使用済燃料ピットクレーン使用時の吊荷の重量および吊上げ上限高さ
を管理すること。 

(9) 原子炉に全ての燃料が装荷されている状態で、使用済燃料ピットに１
炉心以上の使用済燃料ラックの空き容量が確保されていることを、(1)に
定める巡視点検時に確認すること。 

(10) 使用済燃料ピット内の燃料の配置変更を行う場合は、図１００に示
す未臨界が維持できることをあらかじめ確認している条件（初期濃縮度、
燃焼度および配置）に基づき移動することで、実効増倍率が不確定性を
含めて０．９８以下となることを確認し、管理すること。 

(11) 使用済燃料の移動に当たっては、誤配置を防止する措置を講じるこ
と。 

２．原子燃料課長は、第１項(10)における燃料移動の実施計画を作成し、原
子炉主任技術者の確認を得て、所長の承認を得る。 
 

表１０３－１ 
各号炉の使用済燃料 貯蔵可能な使用済燃料ピット 

３号炉 ３号炉 
４号炉 ４号炉 

 
 

[本文五号] 
ニ．核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の構造及び設備 
Ａ. ３号炉 
(1) 核燃料物質取扱設備の構造 

核燃料物質取扱設備（燃料取扱設備）は、燃料取替装置、燃料移送装置（一部３

号炉原子炉周辺建屋内１号、２号及び３号炉共用）及び除染装置（１号、２号及び

３号炉共用）で構成する。 
新燃料は、原子炉周辺建屋内の新燃料貯蔵設備及び使用済燃料貯蔵設備から燃料

取扱設備により、原子炉格納容器内に搬入する。燃料取替えは、原子炉上部の原子

炉キャビティに水張りし、水中で燃料取扱設備を用いて行う。 
使用済燃料は、遮蔽に必要な水深を確保した状態で、水中で燃料取扱設備により

原子炉周辺建屋内へ移送し、同建屋内の使用済燃料貯蔵設備（１号、２号及び３号

炉共用）のほう酸水中に貯蔵する。 
燃料取扱設備は、燃料取扱時において燃料が臨界に達することのない設計とす

る。 
また、燃料体等の取扱中における燃料体等の落下を防止できる設計とするととも

に、使用済燃料ピット周辺の設備状況等を踏まえて、使用済燃料ピットの機能に影

響を及ぼす重量物については落下を防止できる設計とする。 
なお、使用済燃料の運搬又は搬出には、使用済燃料輸送容器を使用する。 

(2) 核燃料物質貯蔵設備の構造及び貯蔵能力 
（略） 

 (ⅱ) 使用済燃料貯蔵設備 
a. 構 造 

使用済燃料貯蔵設備（３号炉原子炉周辺建屋内１号、２号及び３号炉共用）

は、使用済燃料及び新燃料をほう酸水中の使用済燃料ラックに挿入して貯蔵する

鉄筋コンクリート造、ステンレス鋼内張りの水槽（使用済燃料ピット）であり、

３号炉原子炉周辺建屋内に設ける。 
使用済燃料ピットは、使用済燃料の上部に十分な水深を確保する設計とすると

ともに、使用済燃料ピット水位、水温及び使用済燃料ピット水の漏えい並びに原

子炉周辺建屋内の放射線量率を監視する設備等を設け、さらに、万一漏えいを生

じた場合には、ほう酸水を注水できる設計とする。 
使用済燃料貯蔵設備は、想定されるいかなる状態においても燃料が臨界に達す

ることのない設計とする。また、使用済燃料ピットには、使用済燃料からの崩壊

熱の除去並びに使用済燃料ピット水の浄化を行うため、使用済燃料ピット水浄化

冷却設備を設け、使用済燃料から発生する崩壊熱の除去を行うのに十分な冷却能

力を有する設計とする。 
使用済燃料貯蔵設備は、燃料体等の取扱中に想定される燃料体等の落下時及び

重量物の落下時においてもその機能が損なわれないように設計する。 
燃料貯蔵設備の使用済燃料ピットは、使用済燃料ピットの冷却機能喪失、使用

済燃料ピットの注水機能喪失、使用済燃料ピット水の小規模な漏えいが発生した

場合において、燃料の貯蔵機能を確保できる設計とする。 
また、使用済燃料ピットからの大量の水の漏えいにより使用済燃料ピット水位

が使用済燃料ピット出口配管下端以下かつ水位低下が継続する場合に、臨界にな

らないよう配慮したラック形状及び燃料配置においてスプレイや蒸気条件におい

ても臨界を防止できる設計とする。 
b. 貯蔵能力 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設置許可記載の燃料取扱設備で
燃料を扱うこと、臨界に達しな
い措置、および燃料、落下物の
落下防止措置は保安規定記載と
整合している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設置許可記載の未臨界性確保は
保安規定記載と整合している 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 
全炉心燃料の約１１００％相当分（１号、２号及び３号炉共用、一部既設）と

する。 
(3) 核燃料物質貯蔵用冷却設備の構造及び冷却能力 

(ⅰ) 使用済燃料ピット水浄化冷却設備 
a. 構 造 

通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、使

用済燃料ピットには、使用済燃料からの崩壊熱の除去並びに使用済燃料ピッ

ト水の浄化を行うため、ポンプ、冷却器等で構成する使用済燃料ピット水浄

化冷却設備を設ける。 
b. 冷却能力 

使用済燃料から発生する崩壊熱の除去を行うのに十分な冷却能力を有する設

計とする。使用済燃料ピット水浄化冷却設備で除去した熱は、最終的な熱の逃

がし場である海へ輸送できる設計とする。 
(a) 使用済燃料ピット冷却器 
（１号、２号及び３号炉共用） 

型 式 横置Ｕ字管式 
基 数 2 
伝熱容量 約4.3MW（1 基当たり） 
型 式 プレート式 
基 数 1 
伝熱容量 約5.18MW 

(b) 使用済燃料ピットポンプ 
（１号、２号及び３号炉共用） 

台 数 2 
容 量 約546m3/h（1 台当たり） 

（以下、略） 
 
[添付書類八] 
4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 
4.1 燃料の取扱設備及び貯蔵設備 
4.1.1 通常運転時等 
4.1.1.1 概要 
（３号炉） 

燃料の取扱設備及び貯蔵設備は、燃料体等を発電所内に搬入してから発電所外に

搬出するまでの燃料取扱い及び貯蔵を安全かつ確実に行うものである。 
燃料取替えは、平衡時には年に約1 回行い、この時に取り出す燃料集合体は約60 

体を予定している。 
燃料取扱設備の配置を第4.1.1.1 図及び第4.1.1.2 図に示す。 
発電所に搬入した新燃料は、補助建屋クレーン等を使用して、受取検査後、原子

炉周辺建屋内の新燃料貯蔵庫又は使用済燃料ピットに貯蔵する。 
原子炉停止後、原子炉より取り出す使用済燃料は、燃料取替クレーン、燃料移送

装置、使用済燃料ピットクレーン等を使用して、ほう酸水を張った原子炉キャビテ

ィ、燃料取替キャナル及び燃料移送管を通して使用済燃料ピットへ移動する。 
これらの使用済燃料の移送は、遮蔽及び冷却のため、すべて水中で行う。 
使用済燃料は、使用済燃料ピットに貯蔵するが、必要に応じて使用済燃料ピット

内で別に用意した容器に入れて貯蔵する。 
使用済燃料は、使用済燃料ピット内で通常12 箇月間以上冷却し、冷却を終えた

・設置許可記載の貯蔵能力と保安
規定記載は整合している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設置許可記載の燃料ピットクレ
ーンで燃料を扱うことは保安規
定記載と整合している。 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 
使用済燃料は、使用済燃料ピットクレーン等を使用して水中で使用済燃料輸送容器

に入れ再処理工場へ搬出する。 
さらに、燃料の取扱設備及び貯蔵設備のうち、原子炉周辺建屋内の燃料取扱設備

の一部及び使用済燃料貯蔵設備は１号炉、２号炉及び３号炉共用とする。 
使用済燃料ピットの水位及び水温並びに燃料取扱場所の放射線量を中央制御室で

監視できるとともに、異常時は警報を発信する。 
 
（４号炉） 
３号炉の３号を４号に読み替える他は、３号炉に同じ。 
 
（３号炉及び４号炉） 
4.1.1.2 設計方針 

燃料の取扱設備及び貯蔵設備は、燃料体等の搬入から搬出までの取扱い及び貯蔵

を安全かつ確実に行うことができるよう以下の方針により設計する。 
(1) 燃料の取扱設備及び貯蔵設備のうち安全上重要な機器は、適切な定期的試験及び

検査ができる設計とする。 
(2) 燃料貯蔵設備は、適切な格納性と補助建屋給気系統及び補助建屋排気系統を有す

る区画として設計する。 
(3) 新燃料の貯蔵設備は、1 回の燃料取替えに必要とする燃料集合体数（全炉心燃料

の約30％相当）に十分余裕を持たせた貯蔵容量を有し、また、使用済燃料の貯蔵

設備は、全炉心燃料の取出し及び1 回の燃料取替えに必要とする燃料集合体数

（全炉心燃料の約130％相当）に十分余裕を持たせた貯蔵容量を有する設計とす

る。 
(4) 燃料取扱設備は、移送操作中の燃料体等の落下を防止するため２重ワイヤ等の適

切な保持装置を有する設計とする。 
(5) 使用済燃料の取扱設備及び貯蔵設備は、放射線業務従事者の線量を合理的に達成

できる限り低くする設計とする。 
(6) 使用済燃料の貯蔵設備は、使用済燃料ピット水浄化冷却設備を有する設計とす

る。使用済燃料ピット水浄化冷却設備は、使用済燃料ピット水を冷却して使用済

燃料ピットに貯蔵した使用済燃料からの崩壊熱を十分除去できるとともに、使用

済燃料ピット水を適切な水質に維持できる設計とする。 
(7) 使用済燃料ピットは、冷却用の使用済燃料ピット水の保有量が著しく減少するこ

とを防止するため、基準地震動に対して機能を維持する設計とするとともに、使

用済燃料ピットに接続する配管は、使用済燃料ピット水の減少を引き起こさない

設計とする。 
使用済燃料ピット水位は、水位の異常な低下及び上昇を監視できる計測範囲を

有し、中央制御室で監視できるとともに、異常時に警報を発信する設計とする。 
使用済燃料ピット温度は、ピット水の過熱状態を監視できる計測範囲を有し、

中央制御室で監視できるとともに、異常時に警報を発信する設計とする。燃料取

扱場所の線量当量率を測定する使用済燃料ピット区域エリアモニタは、管理区域

境界における線量当量率限度から設置区域における立入り制限値を包絡する計測

範囲を有し、中央制御室で監視できるとともに、異常時に警報を発信する設計と

する。 
さらに、使用済燃料ピット内張りからの漏えい検知のための装置を有する設計

とする。 
外部電源が利用できない場合においても、非常用所内電源からの給電により使

用済燃料ピットの温度、水位及び放射線量が監視可能な設計とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設置許可記載の貯蔵能力と保安
規定記載は整合している。 

 
 
 
・設置許可記載の落下防止措置と
保安規定記載は整合している。 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 
さらに、万一漏えいが生じた場合には、燃料取替用水ピットからほう素濃度

2,800ppm 以上のほう酸水を注水できる設計とする。 
(8) 使用済燃料の貯蔵設備は、燃料体等の取扱中に想定される燃料体等の落下時にお

いても著しい使用済燃料ピット水の減少を引き起こすような損傷が生じない設計

とする。 
(9) 使用済燃料の貯蔵設備は、ほう素濃度2,800ppm 以上のほう酸水で満たし、定

期的にほう素濃度を分析する。また、設備容量分の燃料収容時に純水で満たされ

た場合を想定しても実効増倍率は0.98 以下で十分な未臨界性を確保できる設計と

する。 
新燃料の貯蔵設備は、浸水することのないようにするが、設備容量分の燃料収

容時に純水で満たされた場合を想定しても実効増倍率は0.95 以下で十分な未臨界

性を確保できる設計とする。さらに、いかなる密度の水分雰囲気で満たされたと

仮定しても未臨界性を確保できる設計とする。 
(10) 落下時に使用済燃料ピットの機能に影響を及ぼす重量物については、使用済燃

料ピット周辺の状況、現場における作業実績、図面等にて確認することにより、

落下時のエネルギーを評価し、気中落下試験時の燃料集合体の落下エネルギー

（39.3kJ）以上となる設備等を抽出する。抽出された設備等については、使用済

燃料ピットからの離隔を確保するとともに、基準地震動による地震力に対しても

床面や壁面へ固定する等により、地震時にも落下を防止できる設計とする。 
（略） 

b. 使用済燃料ピットクレーン 
使用済燃料ピットクレーンは、基準地震動による地震力に対し、クレーン

本体、転倒防止金具等及びレール基礎ボルトにおける評価を行い、使用済燃

料ピットへの落下物とならないよう、以下を満足する設計とする。 
(a) クレーン本体に発生する地震力に対して、評価が保守的となるよう吊荷の

条件を考慮し、各部発生応力が許容応力以下であること。 
(b) クレーンの転倒防止金具等に発生する地震力に対して、評価が保守的とな

るよう吊荷の条件を考慮し、各部発生応力が許容応力以下であること。 
(c) 地震によって発生する各方向の力に対し、レール基礎ボルトの発生応力が

許容応力以下であること。 
（略） 

4.1.1.3 主要設備の仕様 
燃料取扱及び貯蔵設備の主要設備の仕様を第4.1.1.1 表に示す。 

4.1.1.4 主要設備 
（３号炉） 

（略） 
 (2) 使用済燃料ピット 

使用済燃料ピット（１号、２号及び３号炉共用）は、原子炉周辺建屋内に設け

鉄筋コンクリート造で、耐震設計Ｓクラスとする。壁は遮蔽を考慮して十分厚く

する。使用済燃料ピット内面は、漏水を防ぎ保守を容易にするために、ステンレ

ス鋼板で内張りした構造とする。 
使用済燃料ピット水の減少防止のために、使用済燃料ピット水浄化冷却設備の

取水のための配管は使用済燃料ピット上部に取り付け、また、注水のための配管

にはサイフォンブレーカを取り付ける。さらに、使用済燃料ピット底部には排水

口は設けない。 
サイフォンブレーカの配置を第4.1.1.4 図に示す。 
使用済燃料ピットのステンレス鋼板内張りから、万一漏えいが生じた場合に漏

 
 
 
 
 
・設置許可記載の未臨界性確保は
保安規定記載と整合している。 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 
えい水の検知ができるように、漏えい検知装置を設置し、燃料取替用水ピットか

らほう素濃度2,800ppm 以上のほう酸水を注水できる設計とする。 
貯蔵容量は、全炉心燃料の約1,100%相当分とする。 
使用済燃料ピット内には、原子炉から取り出した使用済燃料を鉛直に保持し、

ほう素濃度2,800ppm 以上のほう酸水中に貯蔵するためのキャン型の使用済燃

料ラック（１号、２号及び３号炉共用）を配置する。使用済燃料ラックは、各ラ

ックのセルに1 体ずつ燃料集合体を挿入する構造で、耐震設計Ｓクラスとす

る。使用済燃料ラックは、材料としてステンレス鋼または中性子吸収材であるボ

ロンを添加したステンレス鋼を使用し、ラック中心間隔は、たとえ設備容量分の

新燃料を貯蔵し、純水で満たされた場合を想定しても実効増倍率は0.98 以下に

なるように決定する。 
使用済燃料ピットには、新燃料を初装荷時に気中で、また、燃料取替え時に水

中に一時的に保管する。また、使用済燃料ピットにはバーナブルポイズン、使用

済制御棒等を貯蔵する。 
また、使用済燃料輸送容器を置くためにキャスクピットを設ける。 

（略） 
 (6) 使用済燃料ピットクレーン 

使用済燃料ピットクレーン（１号、２号及び３号炉共用、既設）は、使用済燃

料ピット上を移動するブリッジクレーンであり、使用済燃料ピット内での燃料集

合体の移動は架台上のホイスト、取扱工具等によって行う。 
使用済燃料ピットクレーンは、駆動源の喪失に対しフェイル・アズ・イズの設

計とするとともに、フックは2 重ワイヤとし、取扱工具は、燃料取扱い中に燃料

集合体が外れて落下することのないような機械的インターロックを設ける。 
使用済燃料ピットクレーンは、地震時にも転倒することがないように設計し、

さらに、走行部はレールを抱え込む構造とする。 
（略） 

（４号炉） 
３号炉の３号を４号に読み替える他は、３号炉に同じ。 

（以下略） 
 
 
 

 
 
・設置許可記載の貯蔵能力と保安
規定記載は整合している。 

 
 
 
 
・設置許可記載の未臨界性確保は
保安規定記載と整合している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設置許可記載の落下防止措置と
保安規定記載は整合している。 

 

 
 
 
  



大飯発電所原子炉施設保安規定変更に対する設置許可との整合性確認資料（案） 

(2)-12 
 

 
保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 

（放射性廃棄物管理に係る基本方針） 
第１０５条 発電所における放射性廃棄物に係る保安活動は、放射性物質の

放出による公衆の被ばくを、定められた限度以下であってかつ合理的に達
成可能な限り低い水準に保つよう実施する。 

 
 
 
 
 
 

[本文五号] 
ロ. 発電用原子炉施設の一般構造 
３号炉及び４号炉 
(3) その他の主要な構造 

（略） 
(v) 放射性廃棄物の処理施設 

放射性廃棄物を処理する施設（安全施設に係るものに限る。）は、周
辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の境界における水中の放射
性物質の濃度を十分に低減できるよう、原子炉施設において発生する
放射性廃棄物を処理する能力を有し、「発電用軽水型原子炉施設周辺の
線量目標値に関する指針」を満足できる設計とする。 
また、液体状の放射性廃棄物の処理に係るものにあっては、放射性

物質を処理する施設から液体状の放射性廃棄物が漏えいすることを防
止し、及び原子炉施設外へ液体状の放射性廃棄物が漏えいすることが
防止でき、固体状の放射性廃棄物の処理に係るものにあっては、放射
性廃棄物を処理する過程において放射性物質が散逸し難い設計とす
る。 

(w) 放射性廃棄物の貯蔵施設 
放射性廃棄物を貯蔵する施設（安全施設に係るものに限る。）は、放

射性廃棄物が漏えいし難い設計とするとともに、固体状の放射性物質
を貯蔵する設備を設けるものにあっては、放射性廃棄物による汚染が
広がらない設計とする。 

（以下、略） 
 
[本文九号] 
３号炉及び４号炉 
イ．核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物による放射線被ばくの
管理の方法 

（１）放射線防護に関する基本方針・具体的方法 
放射線の被ばく管理及び放射性廃棄物の廃棄に当たっては、「核原料物

質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以下「原子炉等規制
法」という。）及び「労働安全衛生法」を遵守し、本発電所に起因する放
射線被ばくから周辺監視区域外の公衆並びに放射線業務従事者及び一時立
入者（以下「放射線業務従事者等」という。）を防護するため十分な放射
線防護対策を講じる。 
さらに、発電所周辺の一般公衆に対する線量については、「発電用軽水

型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」（以下「線量目標値に関す
る指針」という。）に基づき、合理的に達成できる限り低くすることとす
る。 
具体的方法については、以下のとおりとする。 

(i) 本発電所に係る放射線被ばくを合理的に達成できる限り低減する方針
で、遮蔽設備、換気空調設備、放射線管理設備及び放射性廃棄物廃棄施
設を設計し、運用する。 

(ii) 放射線被ばくを合理的に達成できる限り低くするために、管理区域
を設定して立ち入りの制限を行い、外部放射線に係る線量当量、空気中
若しくは水中の放射性物質の濃度及び床等の表面の放射性物質の密度を

 
・設置許可における放射性廃棄物
の構造、運用等の記載は保安規
定の記載と整合する。 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 
監視する。 

(iii) 放射線業務従事者に対しては、線量を測定評価し線量の低減に努め
る。 

(iv) 管理区域の外側には、周辺監視区域を設定して、人の立ち入りを制
限する。 

(v) 気体及び液体廃棄物の放出については、放出管理目標値を定め、これ
を超えないように努める。 
なお、発電用原子炉施設は、通常運転時において原子炉施設からの直接

ガンマ線（以下「直接線」という。）及びスカイシャインガンマ線（以下
「スカイシャイン線」という。）による敷地等境界外の空間放射線量率が
十分に低減できるものとする。 

（以下、略） 
 
[添付書類九] 
1. 放射線防護に関する基本方針 
1.1 基本的考え方 

放射線の被ばく管理及び放射性廃棄物の廃棄に当たっては、「核原料物
質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以下「原子炉等規制
法」という。）及び「労働安全衛生法」を遵守し、発電所放射線業務従事
者等及び周辺監視区域外の公衆が、本発電所に起因する放射線被ばくか
ら十分安全に防護されるように放射線防護対策を講じる。 
さらに、発電所周辺の一般公衆の受ける線量については、「発電用軽水

型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」に基づき、合理的に達成
できる限り低くすることとする。 
また、放射線の被ばく管理及び放射性廃棄物の廃棄の運用について

は、「原子炉等規制法」に基づき、保安規定にこれを定める。 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 
（平常時の環境放射線モニタリング） 
第１１９条の２ 環境モニタリングセンター所長は、周辺環境への放射性物
質の影響を確認するため、平常時の環境放射線モニタリングの計画を立案
し、その計画に基づき測定を行い評価する。 

 

[本文九号] 
３号炉及び４号炉 
イ．核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物による放射線被ばくの
管理の方法 

（７）周辺監視区域境界及び周辺地域の放射線監視 
前項で述べたように、放射性廃棄物の放出にあたっては、厳重な管理を

行うが、異常がないことを確認するため、周辺監視区域境界付近及び周辺
地域の放射線監視を行う。 
(i) 空間放射線量等の監視 

空間放射線量及び空間放射線量率について、測定頻度及び測定点を
定めて監視を行う。 
なお、モニタリングポスト及びモニタリングステーションによる空

間放射線量率の測定は、中央制御室で監視する。 
(ii) 環境試料の放射能監視 

周辺環境試料について、種類、頻度、測定核種を定めて放射能監視
を行う。 

(iii) 異常時における測定 
放射性廃棄物の放出は、排気筒ガスモニタ及び廃棄物処理設備排水

モニタにより常に監視し、その指示に万一異常があれば適切な措置を
とるものとする。 
万一異常放出があった場合及び必要に応じ、モニタリングポスト及

びモニタリングステーションにより測定するほか、移動式放射能測定
装置（モニタ車）により緊急時対策所又は中央制御室と連絡を取りつ
つ敷地周辺の放射能測定を行い、その範囲、程度等の推定を迅速かつ
確実に行う。 

 
[添付書類九] 
3. 周辺監視区域境界付近及び周辺地域の環境放射線監視 

「2.7 放射性廃棄物の放出管理」に述べたように、気体及び液体廃棄物
の放出に当たっては、厳重な管理を行うが、さらに、異常がないことを確
認するため、周辺監視区域境界付近及び周辺地域の環境放射線監視を次の
ように行う。 

3.1 空間放射線量等の監視 
周辺監視区域境界付近及び周辺地域の空間放射線量等の監視は、長期間

の空間放射線量の測定及び空間放射線量率の測定により行う。 
空間放射線量は、周辺監視区域境界付近及び周辺地域に設置しているモ

ニタリングポイントの熱蛍光線量計を定期的に回収して線量を読み取るこ
とにより測定する。 
空間放射線量率は、周辺監視区域境界付近に設置しているモニタリング

ポスト及びモニタリングステーションで測定する。 
空間放射線量等の監視用設備の種類、測定頻度等を第3.1.1 表に示

す。 

 
・設置許可における環境モニタリ
ングに係る記載は保安規定の記
載と整合する。 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 

（施設管理計画） 

第１２５条 原子炉施設について原子炉設置（変更）許可を受けた設備に係る事項およ

び「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」を含む要求事項へ

の適合を維持し、原子炉施設の安全を確保するため、以下の施設管理計画を定める。 

 
１．施設管理の実施方針および施設管理目標 
(1)社長は、原子炉施設の安全確保を最優先として、施設管理の継続的な改善を図
るため、施設管理の現状等を踏まえ、施設管理の実施方針を定める。また、１
１．の施設管理の有効性評価の結果、および施設管理を行う観点から特別な状
態（６．３参照）を踏まえ施設管理の実施方針の見直しを行う。 

(2)さらに、第１２５条の６に定める長期施設管理方針を策定または変更した場
合には、長期施設管理方針に従い保全を実施することを施設管理の実施方針に
反映する。 

(3)原子力部門は、施設管理の実施方針に基づき、施設管理の改善を図るための施
設管理目標を設定する。また、１１．の施設管理の有効性評価の結果、および
施設管理を行う観点から特別な状態（６．３参照）を踏まえ施設管理目標の見
直しを行う。 

２．保全プログラムの策定 
原子力部門は、１．の施設管理目標を達成するため３．より１０．からなる保

全プログラムを策定する。 
また、１１．の施設管理の有効性評価の結果、および施設管理を行う観点から

特別な状態（６．３参照）を踏まえ保全プログラムの見直しを行う。 
３．保全対象範囲の策定 

原子力部門は、原子炉施設の中から、各号炉毎に保全を行うべき対象範囲とし
て次の各項の設備を選定する。 
(1) 重要度分類指針において、一般の産業施設よりもさらに高度な信頼性の確保

および維持が要求される機能を有する設備 
(2) 重要度分類指針において、一般の産業施設と同等以上の信頼性の確保および

維持が要求される機能を有する設備 
(3) 設置変更許可申請書および工事計画認可申請書で保管および設置要求があ

り、許可または認可を得た設備 
(4) 多様性拡張設備※１ 
(5) 炉心損傷または格納容器機能喪失を防止するために必要な機能を有する設備 
(6) その他自ら定める設備 
※１：多様性拡張設備とは、技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全ての

プラント状況において使用することは困難であるが、プラント状況によっ
ては、事故対応に有効な設備 

４．施設管理の重要度の設定 
原子力部門は、３．の保全対象範囲について系統毎の範囲と機能を明確にし

た上で、構築物、系統および機器の施設管理の重要度として点検に用いる重要
度（以下、「保全重要度」という。）と設計および工事に用いる重要度を設定す
る。 
(1) 系統の保全重要度は、原子炉施設の安全性を確保するため、重大事故等対処
設備に該当すること、および重要度分類指針の重要度に基づき、確率論的リス
ク評価から得られるリスク情報を考慮して設定する。 

(2) 機器の保全重要度は、当該機器が属する系統の保全重要度と整合するよう設
定する。なお、この際、機器が故障した場合の系統機能への影響、確率論的リ
スク評価から得られるリスク情報、運転経験等を考慮することができる。 

(3) 構築物の保全重要度は、(1)または(2)に基づき設定する。 
(4) 設計および工事に用いる重要度は、原子炉施設の安全性を確保するため、重

[添付書類八] 
11. 運転保守 
11.7 保守 

原子炉施設の保守は、保安規定に定める定期的な検査、保修及び改造に
関する事項を遵守し、原子炉施設の安全の確保を妨げることがないように
行う。 

 

 
・設置許可記載の施設管理（保
守）に係る記載は保安規定の記
載と整合している。（設置許可に
は保安規定に定める事項を遵守
することを記載している。） 

 
 
 
 



大飯発電所原子炉施設保安規定変更に対する設置許可との整合性確認資料（案） 

(2)-16 
 

保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 
大事故等対処設備の該当有無、重要度分類指針の重要度等を組み合わせて設定
する。 

(5) 次項以降の保全活動は重要度に応じた管理を行う。 
５．保全活動管理指標の設定、監視計画の策定および監視 
(1) 原子力部門は、保全の有効性を監視、評価するために４．の施設管理の重要
度を踏まえ、施設管理目標の中でプラントレベルおよび系統レベルの保全活動
管理指標を設定する。 
ａ．プラントレベルの保全活動管理指標 
プラントレベルの保全活動管理指標として、以下のものを設定する。 
① ７０００臨界時間あたりの計画外自動・手動スクラム回数 
② ７０００臨界時間あたりの計画外出力変動回数 
③ 工学的安全施設の計画外作動回数 

ｂ．系統レベルの保全活動管理指標 
系統レベルの保全活動管理指標として、４．（１）の施設管理の重要度の高
い系統のうち、重要度分類指針クラス１、クラス２およびリスク重要度の高
い系統機能ならびに重大事故等対処設備に対して以下のものを設定する。 
① 予防可能故障（ＭＰＦＦ）回数 
② 非待機（ＵＡ）時間※２ 
※２：非待機（ＵＡ）時間については、待機状態にある機能および待機状態

にある系統の動作に必須の機能に対してのみ設定する（以下、本条に
おいて同じ）。 

(2) 原子力部門は、以下に基づき保全活動管理指標の目標値を設定する。また、
１０．の保全の有効性評価の結果を踏まえ保全活動管理指標の目標値の見直し
を行う。 
ａ．プラントレベルの保全活動管理指標 

プラントレベルの保全活動管理指標の目標値は、運転実績を踏まえて設定
する。 

ｂ．系統レベルの保全活動管理指標 
①予防可能故障（ＭＰＦＦ）回数の目標値は、運転実績、重要度分類指針の
重要度、リスク重要度を考慮して設定する。 

②非待機（ＵＡ）時間の目標値は、点検実績および第４章第３節（運転上の
制限）第２０条から第９１条の２の第３項で定める要求される措置の完
了時間を参照して設定する。 

(3) 原子力部門は、プラントまたは系統の供用開始までに、保全活動管理指標の
監視項目、監視方法および算出周期を具体的に定めた監視計画を策定する。な
お、監視計画には、計画の始期および期間に関することを含める。 

(4) 原子力部門は、監視計画に従い保全活動管理指標に関する情報の採取および
監視を実施し、その結果を記録する。 

６．保全計画の策定 
(1) 原子力部門は、３．の保全対象範囲に対し、以下の保全計画を策定する。な
お、保全計画には、計画の始期および期間に関することを含める。 
ａ．点検計画（６．１参照） 
ｂ．設計および工事の計画（６．２参照） 
ｃ．特別な保全計画（６．３参照） 

(2) 原子力部門は、保全計画の策定に当たって、４．の施設管理の重要度を勘案
し、必要に応じて次の事項を考慮する。また、１０．の保全の有効性評価の結
果を踏まえ保全計画の見直しを行う。 
ａ．運転実績、事故および故障事例などの運転経験 
ｂ．使用環境および設置環境 
ｃ．劣化、故障モード 
ｄ．機器の構造等の設計的知見 
ｅ．科学的知見 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 
(3) 原子力部門は、保全の実施段階での原子炉の安全性が確保されていることを
確認するとともに、安全機能に影響を及ぼす可能性のある行為を把握し、保全
計画を策定する。 

６．１ 点検計画の策定 
(1) 原子力部門は、原子炉停止中または運転中に点検を実施する場合は、あらか
じめ保全方式を選定し、点検の方法ならびにそれらの実施頻度および実施時期
を定めた点検計画を策定する。 

(2) 原子力部門は、構築物、系統および機器の適切な単位ごとに、予防保全を基
本として、以下に示す保全方式から適切な方式を選定する。 
ａ．予防保全 
 ①時間基準保全 
 ②状態基準保全 
ｂ．事後保全 

(3) 原子力部門は、選定した保全方式の種類に応じて、次の事項を定める。 
ａ．時間基準保全 
点検を実施する時期までに、次の事項を定める。 
①点検の具体的方法 
②構築物、系統および機器が所定の機能を発揮しうる状態にあることを
確認・評価するために必要なデータ項目、評価方法および管理基準 

③実施頻度 
④実施時期 
なお、時間基準保全を選定した機器に対して、運転中に設備診断技術を使
った状態監視データ採取、巡視点検または定例試験の状態監視を実施する
場合は、状態監視の内容に応じて、状態基準保全を選定した場合に準じて
必要な事項を定める。 

ｂ．状態基準保全 
①設備診断技術を使い状態監視データを採取する時期までに、次の事項
を定める。 

ｉ）状態監視データの具体的採取方法 
ⅱ）機器の故障の兆候を検知するために必要な状態監視データ項目、評

価方法および必要な対応を適切に判断するための管理基準 
ⅲ）状態監視データ採取頻度 
ⅳ）実施時期 
ⅴ）機器の状態が管理基準に達した場合の対応方法 
②巡視点検を実施する時期までに、次の事項を定める。 

ⅰ）巡視点検の具体的方法 
ⅱ）構築物、系統および機器の状態を監視するために必要なデータ項

目、評価方法および管理基準 
ⅲ）実施頻度 
ⅳ）実施時期 
ⅴ）機器の状態が管理基準に達するかまたは故障の兆候を発見した場

合の対応方法 
③定例試験を実施する時期までに、次の事項を定める。 
ⅰ）定例試験の具体的方法 
ⅱ）構築物、系統および機器が所定の機能を発揮しうる状態にあること

を確認・評価するために必要なデータ項目、評価方法および管理基
準 

ⅲ）実施頻度 
ⅳ）実施時期 
ⅴ）機器の状態が管理基準に達した場合の対応方法 

ｃ．事後保全 
事後保全を選定した場合は、機能喪失の発見後、修復を実施する前に、
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 
修復方法、修復後に所定の機能を発揮することの確認方法および修復時
期を定める。 

(4) 原子力部門は、点検を実施する構築物、系統および機器が、所定の機能を発揮
しうる状態にあることを事業者検査※３により確認・評価する時期までに、次の事
項を定める。 

ａ．事業者検査の具体的方法 
ｂ．所定の機能を発揮しうる状態にあることを確認・評価するために必要
な事業者検査の項目、評価方法および管理基準 
ｃ．事業者検査の実施時期 

※３：事業者検査とは、点検および工事に伴うリリースのため、点検および工事と
は別に、要求事項への適合を確認する合否判定行為であり、第１２５条の４
による使用前事業者検査および第１２５条の５による定期事業者検査をい
う(以下、本条において同じ)。 

６．２ 設計および工事の計画の策定 
(1) 原子力部門は、設計および工事を実施する場合は、あらかじめその方法およ
び実施時期を定めた設計および工事の計画を策定する。また、安全上重要な機
器等※４の工事を実施する場合は、その計画段階において、法令に基づく必要な
手続き※５の要否について確認を行い、その結果を記録する。 

(2) 原子力部門は、原子炉施設に対する使用前点検を行う場合は、使用前点検の
方法ならびにそれらの実施頻度および実施時期を定めた使用前点検の計画を策
定する。 

(3) 原子力部門は、工事を実施する構築物、系統および機器が、所定の機能を発
揮しうる状態にあることを事業者検査ならびに事業者検査以外の検査および試
験（以下、「試験等」という。）により確認・評価する時期までに、次の事項を
定める。 
ａ．事業者検査および試験等の具体的方法 
ｂ．所定の機能を発揮しうる状態にあることを確認・評価するために必要な事業
者検査および試験等の項目、評価方法および管理基準 

ｃ．事業者検査および試験等の実施時期 
※４：安全上重要な機器等とは、「安全上重要な機器等を定める告示」に定める機

器および構造物をいう。 
※５：法令に基づく手続きとは、原子炉等規制法 第４３条の３の８（変更の許

可及び届出等）、第４３条の３の９（設計及び工事の計画の認可）、第４３
条の３の１０（設計及び工事の計画の届出）、第４３条の３の１１第３項（使
用前事業者検査の確認申請）、ならびに電気事業法 第４７条・第４８条（工
事計画）および第４９条・第５０条（使用前検査）に係る手続きをいう。 

６．３ 特別な保全計画の策定 
(1) 原子力部門は、地震、事故等により長期停止を伴った保全を実施する場合な
どは、特別な措置として、あらかじめ当該原子炉施設の状態に応じた保全方法
および実施時期を定めた計画を策定する。 

(2) 原子力部門は、特別な保全計画に基づき保全を実施する構築物、系統および
機器が、所定の機能を発揮しうる状態にあることを点検により確認・評価する
時期までに、次の事項を定める。 
ａ．点検の具体的方法 
ｂ．所定の機能を発揮しうる状態にあることを確認・評価するために必要な点
検の項目、評価方法および管理基準 

ｃ．点検の実施時期 
７．保全の実施 
(1) 原子力部門は、６．で定めた保全計画にしたがって保全を実施する。 
(2) 原子力部門は、保全の実施に当たって、第１２５条の２による設計管理およ
び第１２５条の３による作業管理を実施する。 

(3) 原子力部門は、保全の結果について記録する。 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 
８．保全の結果の確認・評価 
(1) 原子力部門は、あらかじめ定めた方法で、保全の実施段階で採取した構築物、
系統および機器の保全の結果から所定の機能を発揮しうる状態にあることを、
所定の時期※６までに確認･評価し、記録する。 

(2) 原子力部門は、原子炉施設の使用を開始するために、所定の機能を発揮しう
る状態にあることを検証するため、事業者検査を実施する。 

(3) 原子力部門は、最終的な機能確認では十分な確認・評価ができない場合には、
定めたプロセスに基づき、保全が実施されていることを、所定の時期※６までに
確認・評価し、記録する。 

※６：所定の時期とは、所定の機能が要求される時またはあらかじめ計画された
保全の完了時をいう。 

９．不適合管理、是正処置および未然防止処置 
(1) 原子力部門は、施設管理の対象となる施設およびプロセスを監視し、以下の
a.およびb.の状態に至らないよう通常と異なる状態を監視・検知し、必要な是
正処置を講じるとともに、以下の a.および b.に至った場合には、不適合管理
を行ったうえで、是正処置を講じる。 
ａ．保全を実施した構築物、系統および機器が所定の機能を発揮しうることを
確認・評価できない場合 

ｂ．最終的な機能確認では十分な確認・評価ができない場合にあって、定めた
プロセスに基づき、保全が実施されていることが確認・評価できない場合 

(2) 原子力部門は、他の原子力施設の運転経験等の知見を基に、自らの組織で起
こり得る問題の影響に照らし、適切な未然防止処置を講じる。 

(3) 原子力部門は、(1)および(2)の活動を第３条に基づき実施する。 
 

１０．保全の有効性評価 
原子力部門は、保全活動から得られた情報等から、保全の有効性を評価し、保

全が有効に機能していることを確認するとともに、継続的な改善につなげる。 
(1) 原子力部門は、あらかじめ定めた時期および内容に基づき、保全の有効性を
評価する。なお、保全の有効性評価は、以下の情報を適切に組み合わせて行う。 
ａ．保全活動管理指標の監視結果 
ｂ．保全データの推移および経年劣化の長期的な傾向監視の実績 
ｃ．トラブルなど運転経験 
ｄ．高経年化技術評価 
ｅ．他プラントのトラブルおよび経年劣化傾向に係るデータ 
ｆ．リスク情報、科学的知見 

(2) 原子力部門は、保全の有効性評価の結果を踏まえ、構築物、系統および機器
の保全方式を変更する場合には、６．１に基づき保全方式を選定する。また、
構築物、系統および機器の点検間隔を変更する場合には、保全重要度を踏まえ
た上で、以下の評価方法を活用して評価する。 
ａ．点検および取替結果の評価 
ｂ．劣化トレンドによる評価 
ｃ．類似機器等のベンチマークによる評価 
ｄ．研究成果等による評価 

(3) 原子力部門は、保全の有効性評価の結果とその根拠および必要となる改善内
容について記録する。 

１１．施設管理の有効性評価 
(1) 原子力部門は、１０．の保全の有効性評価の結果および１．の施設管理目標
の達成度から、定期的に施設管理の有効性を評価し、施設管理が有効に機能し
ていることを確認するとともに、継続的な改善につなげる。 

(2) 原子力部門は、施設管理の有効性評価の結果とその根拠および改善内容につ
いて記録する。 

１２．構成管理 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 
原子力部門は、施設管理を通じ以下の要素間の均衡を維持する。 
(1) 設計要件（第３条７．２．１に示す業務・原子炉施設に対する要求事項のう

ち、「構築物、系統、および機器がどのようなものでなければならないか」と
いう要件を含む第１２５条の２の設計に対する要求事項をいう。） 

(2) 施設構成情報（第３条４．２．１に示す文書のうち、「構築物、系統、およ
び機器がどのようなものかを示す図書、情報」をいう。） 

(3)物理的構成（実際の構築物、系統、および機器をいう。） 
１３．情報共有 

原子力部門は、保守点検を行った事業者から得られた保安の向上に資するため
に必要な技術情報を、ＰＷＲ事業者連絡会を通じて他の原子炉設置者と情報共有
を行う。 
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保安規定条文（変更後） 設置許可記載 設置許可との整合性説明 

（記 録） 

第１３８条 各課（室）長は、表１３８－１および表１３８－２に定める保安に関する

記録を適正※１に作成(表１３８－１第１項および第２項を除く)し、保存する。なお、

記録の作成に当たっては、法令に定める記録に関する事項を遵守する。 

２．原子力部門は、表１３８－３に定める保安に関する記録を適正※１に作成し、保存す

る。なお、記録の作成に当たっては、法令に定める記録に関する事項を遵守する。 

※１：適正とは、不正行為がなされていないことをいう(以下、本条において同じ)。 

表１３８－１ 

記録（実用炉規則第６７条に基づく記

録） 

記録すべき場

合※２ 
保存期間 

１．使用前確認の結果 確認の都度 

同一事項に関する次

の確認の時までの期

間 

   

２．施設管理の実施状況およびその担当

者の氏名 

(1) 保全活動管理指標の監視結果および

その担当者の氏名 

(2) 保全の結果（安全上重要な機器等の

工事については、法令に基づく必要な

手続きの要否の確認結果を含む。）およ

びその担当者の氏名 

(3) 保全の結果の確認・評価およびその

担当者の氏名 

(4) 不適合管理、是正処置、未然防止処置

およびその担当者の氏名 

施設管理の実

施の都度 

施設管理を実施した

原子炉施設を解体ま

たは廃棄した後５年

が経過するまでの期

間 

３．施設管理に関する方針、施設管理の

目標および施設管理の実施に関する計

画の評価の結果およびその評価の担当

者の氏名 

(1) 保全の有効性評価およびその担当者

の氏名 

(2) 施設管理の有効性評価およびその担

当者の氏名 

評価の都度 

評価を実施した原子

炉施設の施設管理に

関する方針、施設管

理の目標または施設

管理の実施に関する

計画の改定までの期

間 

４．熱出力 

原子炉に燃料

が装荷されて

いる場合連続

して 

１０年間 

５．炉心の中性子束密度  １０年間 

６．炉心の温度  １０年間 

※２：記録可能な状態において常に記録することを意味しており、点検・故障または消

耗品の取替えにより記録不能な期間を除く。 

 

（以下、略） 

[添付書類八] 
11.12 記録及び報告 

原子炉施設の保安に関する事項を法令に定めるところにより記録し保
存するとともに、保安規定の定めるところにより報告を行う。 

 
 
 
 
 
 
 

 
・設置許可記載の記録に係る記載
は保安規定の記載と整合してい
る。（設置許可には法令に定める
ところによることを記載してい
る。） 

 
 
 

 


